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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第２部門第４区分
【発行日】平成22年6月17日(2010.6.17)

【公表番号】特表2009-534226(P2009-534226A)
【公表日】平成21年9月24日(2009.9.24)
【年通号数】公開・登録公報2009-038
【出願番号】特願2009-506718(P2009-506718)
【国際特許分類】
   Ｂ２９Ｃ  45/18     (2006.01)
   Ｂ２９Ｃ  45/20     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｂ２９Ｃ  45/18    　　　　
   Ｂ２９Ｃ  45/20    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成22年4月19日(2010.4.19)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　射出成形品を製造する方法であって、該方法は、
（ａ）射出成形機にポリオレフィンを含有する第一の原料を供給する工程、
（ｂ）射出成形機にエラストマーを含有する第三の原料を供給する工程、
（ｃ）射出成形機の内部において第一および第三の原料を混合して混合物を形成する工程
、そして
（ｄ）混合物を成形型に射出する工程
を含み、
該方法は混合工程に先立って第一および第三の原料を調合する工程を含まず、
射出成形機がスクリュー・バレル部材を含み、混合工程がスクリュー・バレル部材内部で
行なわれ、スクリュー・バレル部材が１５／１より大きい長さ／直径比を有し、そして生
成する物品が、ラメラ形態、０．１μｍ～５μｍのゴム領域サイズを有する液体粒子状形
態、またはそれらの形態の組み合わせを有する物質を含有することを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記方法が射出成形機に粒子状の充填剤と第二のポリオレフィンとの混合物を含有する
第二の原料を供給する工程を含み、そして混合工程（ｃ）が射出成形機の内部において第
一、第二および第三の原料を混合して混合物を形成する工程を含むことを特徴とする請求
項１記載の方法。
【請求項３】
　射出成形機がスクリューの下流に静的混合装置を含み、そして射出工程（ｄ）が、混合
物を静的混合機に通過させることを含むことを特徴とする請求項１または２に記載の方法
。
【請求項４】
　射出成形機が、分散混合を与えるための少なくとも１つの溝、分配混合を与えるための
少なくとも１つのバイパスチャンネル、またはその両方を有する混合フライトを含むこと
を特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の方法。
【請求項５】
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　粘性率が０．２～７であることを特徴とする請求項１～４のいずれか１項に記載の方法
。
【請求項６】
　射出成形品を製造する方法であって、該方法は、
（ａ）（ｉ）純ポリプロピレン単独重合体、（ｉｉ）（２３０℃、２．１６ｋｇで）７０
ｇ／１０分未満のメルトフローレート、８重量％より多い量のエチレンを含有すること、
結晶化度が４０％より多いことによって特徴づけられる純ポリプロピレン耐衝撃性共重合
体、またはポリプロピレン単独重合体とポリプロピレン耐衝撃性共重合体の任意の組み合
わせを含有する第一の原料を射出成形機に供給する工程、
（ｂ）α－オレフィン共単量体を含み、そして０．９未満の密度、（１９０℃、２．１６
ｋｇで）０．５～３０ｇ／１０分のメルトフローレート、－３０℃未満のガラス転移温度
、またはそれらの性質の任意の組み合わせを有するエラストマーを含有する第三の原料を
射出成形機に供給する工程、
（ｃ）射出成形機の内部において第一および第三の原料を混合して混合物を形成する工程
、そして
（ｄ）混合物を成形型に射出する工程
を含み、
該方法は混合工程（ｃ）に先立って第一および第三の原料を調合する工程を含まず、
（ｉ）射出成形機のスクリューが複数の流れ内チャンネルおよび流れ外チャンネルの両方
を含む、（ｉｉ）射出成形機が、分散混合を与えるための少なくとも１つの溝、分配混合
を与えるための少なくとも１つのバイパスチャンネル、またはその両方を有する混合フラ
イトを含む、（ｉｉｉ）混合が分散混合および分配混合を含む、または（ｉｖ）（ｉ）～
（ｉｉｉ）の任意の組み合わせであり、
生成する物品が、（ｉ）－４０℃、－３０℃または０℃で試験サンプルの９０％超の多軸
落槍衝撃試験（装置化落槍衝撃試験）による延性破断モード、および少なくとも３ｆｔ・
ｌｂｓ／ｉｎのノッチ付きアイゾット衝撃強度の組み合わせ、（ｉｉ）ラメラ形態、０．
１μｍ～５μｍのゴム領域サイズを有する液体粒子状形態、もしくはこれらの形態の組み
合わせ、または（ｉ）と（ｉｉ）の組み合わせを有する物質を含有することを特徴とする
方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００５】
　さらに具体的な態様においては、本製法は、射出成形機に本質的に熱可塑性ポリオレフ
ィンあるいはポリプロピレン単独重合体からなる第一の原料を供給する工程、所望により
、射出成形機に粒子状充填剤と第二の熱可塑性ポリオレフィンあるいはポリプロピレン単
独重合体との混合物を含有する第二の原料を供給する工程、射出成形機に本質的にエラス
トマーからなる第三の原料を供給する工程、射出成形機の内部において第一、第二および
第三の原料を混合して混合物を形成する工程、そして混合物を成形型に射出する工程から
なる工程を含み、該製法は混合工程に先立って第一、第二および第三の原料を調合する工
程を含まない。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　本教示によれば、スクリュー・バレル部材内で混合を行う際に考慮しなければならない
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もう１つのことは、適当な背圧（すなわち、スクリュー復帰（screw recovery）時にプラ
スチックにかかる圧力）、スクリューの圧縮比、あるいはその両方の選択である。例示に
て一側面を説明すれば、混合工程を通して、少なくとも約０．６８９ＭＰａ（１００ｐｓ
ｉ）、さらに具体的には少なくとも約１．０３４ＭＰａ（１５０ｐｓｉ）、またあるいは
少なくとも約１．３７９ＭＰａ（２００ｐｓｉ）（たとえば、約１．７２４ＭＰａ（２５
０ｐｓｉ））の背圧が第一、第二および第三の原料にかけられ、スクリューの圧縮比は約
１／１より大（さらに具体的には、少なくとも約２／１、たとえば約２／１～３．５／１
あるいはそれより大（たとえば、約２．４／１））、あるいはそれらを組み合わせにて採
用される。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１５】
　上述の説明から明らかなように、出発原料の溶融混合を含む調合操作は、装置への原料
の供給に先立って行ってもよいが、特に好ましい実施方法は、そのような工程を省くこと
である。このように、本製法は、混合工程に先立って第一、第二および第三の原料を調合
する工程を含んでいない。驚くべきことに、上述の操作条件の一部あるいはすべてを採用
することによりこのことが可能となる。有利に、生成物質の性質を改善するためには、第
一、第二および第三の原料の選択もまた重要な判断事項となる。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２０】
　本教示は、ここでは、一般的に、濃縮物あるいはマスターバッチを採用することを意図
しているけれども、本教示は、そのような濃縮物あるいはマスターバッチを使用しなくて
も所望の性質を付与することができる。従って、本発明は、充填剤を含まない（たとえば
、タルクを含まない）物質をつくる製法あるいは系をも意図している。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２３】
　最後に第三の原料について、すでに示したように、第三の原料は、エラストマー、特に
熱可塑性エラストマーで、たとえば、α－オレフィン共単量体（たとえば、プロピレン、
１－ブテン、１－ヘキセン、１－オクテンなど）を含み、その密度が約０．９ｇ／ｃｍ３

未満、そのメルトフローレートが約０．１～約３０ｇ／１０分（１９０℃、２．１６ｋｇ
）、さらに具体的には約０．５～約２５ｇ／１０分（１９０℃、２．１６ｋｇ）、そのガ
ラス転移温度が約－３０℃未満あるいはそれらの組み合わせを有する純熱可塑性共重合体
である。ここで使用する原料は、所望により、ＥＰＤＭゴムを含まなくすることもできる
。最終生産物全体において、第三の原料は、通常、最終物質の約６０重量％未満、特に約
５０重量％未満、さらに具体的には約２～４５重量％（たとえば、約１５～４５重量％）
の量にて存在する。たとえば、共重合体の代わりにポリプロピレン単独重合体を用いると
きなど、場合によっては、より多くの量のエラストマーを用いることができる。エラスト
マーを含む、あるいは本質的にエラストマーからなる適切な原料の例は、ダウ・ケミカル
社からＡｆｆｉｎｉｔｙTM（たとえば、ＥＧ－８１００あるいはＥＧ－８２００を含む）



(4) JP 2009-534226 A5 2010.6.17

の商品番号で市場から入手可能である。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４８】
【表１】

【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４９】
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【表２】

【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５６】
　前に議論したように、好ましくは、本発明の製法は、混合工程に先立つ第一、第二およ
び第三の原料の調合工程を含まず、具体的には、３つの原料の溶融混合工程を含む調合工
程である。おわかりのように、そのような要求は、原料の溶融温度以下で乾燥混合する工
程を採用することによって達成される。たとえば、原料物質をスクリュー・バレル部材内
に導入する前に原料物質を乾燥混合（たとえば、ホッパー内の混合アームにより）するこ
とができる。重量式供給装置のような適当な供給装置が所望により使用できる。
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